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１ 文中及び各表中に用いる金額は、原則として円単位で表示しています。 

ただし、文中及び各表中において千円単位（千円未満の四捨五入を基本とします。）

で表示している箇所もあります。 

２ 文中及び各表中の比率等の用法は、次のとおりです。 

（１）「比率」は、小数点３位の四捨五入を基本とします。 

（２）「０.００」は、該当数値はあるが、単位未満のもの 

（３）「 ― 」は、該当数値なし又は算出不能のもの 

３ 上記の結果、文中・表中における数値が一致しない場合があります。 



1 

 

平成２８年度登別市各会計決算及び登別市土地開発基金 

の運用状況審査意見 
 

１  審査の対象 

平成２８年度 登別市一般会計歳入歳出決算 

平成２８年度 登別市国民健康保険特別会計歳入歳出決算  

平成２８年度 登別市学校給食事業特別会計歳入歳出決算 

平成２８年度 登別市簡易水道事業特別会計歳入歳出決算 

平成２８年度 登別市介護保険特別会計歳入歳出決算 

平成２８年度 登別市カルルス温泉スキー場事業特別会計歳入歳出決算 

平成２８年度 登別市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算 

平成２８年度 登別市土地開発基金の運用状況 

平成２８年度 歳入歳出外現金の処理状況 

 

２  審査の期間 

平成２９年６月１５日から平成２９年８月１７日まで 

 

３  審査の方法 

一般会計及び特別会計（公営企業会計を除く。）の決算審査に当たっては、歳入歳

出決算書、同事項別明細書、実質収支に関する調書、財産に関する調書は関係法令

に適合しているか、計数は正確か、予算の執行は適正に処理されているかについて

審査しました。また、必要に応じて関係職員から事情を聴取しました。 

土地開発基金の運用状況については、計数は正確に処理されているか、その目的

にしたがって運用されているかについて審査しました。 

歳入歳出外現金の処理状況については、平成２８年度末残高と支出予定額は正確

であるかについて審査しました。なお、現金及び預金残高の確認については、法の

定めるところにより、例月出納検査において実施しているので、本審査の対象外と

しました。 

 

４  審査の結果 

審査に付された歳入歳出決算書、同事項別明細書、実質収支に関する調書、財産

に関する調書はいずれも関係法令に基づいて作成されており、決算の諸計数は正確

であり、予算の執行状況についても概ね適正に処理されていることが認められまし

た。 

土地開発基金については、計数は正確に処理され、その目的にしたがって運用さ

れていることが認められました。 

  歳入歳出外現金については、適正に処理されていることが認められました。なお、

審査の概要及び意見は次に述べるとおりです。 



 

 

 

 

 

 

 

 

決  算  の  状  況 
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(１) 決 算 総 括 

① 決算の概要 

平成２８年度一般会計及び特別会計の決算は次のとおりです。 

           (単位：円) 

      区分 

会計 
歳入決算額 歳出決算額 差 引 額 

翌年度へ繰越 

すべき財源 
実質収支額 

一般会計 21,334,515,377 20,852,177,408 482,337,969 45,153,000 437,184,969 

特別会計 11,862,144,065 11,495,175,538 366,968,527 0 366,968,527 

合 計 33,196,659,442 32,347,352,946 849,306,496 45,153,000 804,153,496 

 

上表のとおり、一般会計と特別会計を合わせた決算額の総額は、歳入３３１億９，

６６５万９，４４２円、歳出３２３億４，７３５万２，９４６円で、歳入歳出差引額

は８億４，９３０万６，４９６円となっています。 

平成２８年度の実質収支額は、翌年度へ繰越すべき財源４，５１５万３千円を除い

た８億４１５万３，４９６円で、前年度実質収支額を差し引いた単年度収支額は、５，

９８６万８，２３４円の赤字となり、財政調整基金からの繰入金等を考慮した実質単

年度収支額は、１億５，９４６万８４１円の赤字となっています。 

一般会計歳入決算額は前年度と比較して、地方消費税交付金、地方交付税、諸収入

などが減少しましたが、市税、国庫支出金、寄附金、市債などの増加により、前年度

と比較すると７億２，４７８万９，１４７円、３．５２％の上昇となっています。 

特別会計歳入決算額は前年度と比較して、３，２７９万２，０１８円の増となって

います。そのため、一般会計と特別会計を合わせた歳入総額は、前年度より７億５，

７５８万１，１６５円、２．３４％の上昇となっています。 

なお、一般会計の財源構成は、自主財源が前年度比で１．２７ポイント上昇し３５．

９８％、依存財源が前年度比で１．２７ポイント低下し６４．０２％となっています。 

また、各特別会計歳入決算額１１８億６，２１４万４，０６５円のうち、一般会計

からの繰入金は前年度１２億６，５９２万７，２５９円に対して７，７４３万７，４

８５円増の１３億４，３３６万４，７４４円となり、全体に占める割合は１１．３２％

と前年度比０．６２ポイントの増となっています。 

平成２８年度末の市債残高は、一般会計２４２億７，５３３万３，７１６円、特別

会計１億６，６２１万２，１１２円、合計２４４億４，１５４万５，８２８円となっ

ており、前年度と比較すると総体で１億４，８５７万７，１０７円の減となっていま

す。平成２８年度の市債の償還に要する公債費は、一般会計と特別会計の合計で２６

億２，７５２万４，２４３円となり、前年度と比較すると１，０５３万３，１６２円、

０．４０％の減となっています。 
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財源構成                                  (単位：円・％) 

     区分 

 会計 

自 主 財 源 依 存 財 源 合   計 

金  額 構成比率 金  額 構成比率 金  額 構成比率 

一般会計 7,675,196,796 35.98  13,659,318,581 64.02 21,334,515,377 100.00 

特別会計 4,099,120,824 34.56 7,763,023,241 65.44 11,862,144,065 100.00 

合 計 11,774,317,620 35.47 21,422,341,822 64.53 33,196,659,442 100.00 

 

 

特別会計の財源構成                            (単位：円・％) 

          区 分 

 会 計 

自 主 財 源 依 存 財 源 合   計 

金  額 
構成 

比率 
金  額 

構成

比率 
金  額 

構成 

比率 

国民健康保険 1,633,954,005 22.78 5,539,390,674 77.22 7,173,344,679 100.00 

学校給食事業 338,334,052 100.00 0 0.00 338,334,052 100.00 

簡易水道事業 19,306,916 51.07 18,500,000 48.93 37,806,916 100.00 

介 護 保 険 1,295,226,559 37.00 2,205,132,567 63.00 3,500,359,126 100.00 

カ ル ル ス 温 泉 

ス キ ー 場 事 業 101,528,109 100.00 0 0.00 101,528,109 100.00 

後期高齢者医療 710,771,183 100.00 0 0.00 710,771,183 100.00 

合    計 4,099,120,824 34.56 7,763,023,241 65.44 11,862,144,065 100.00 

 

 

市債の状況 (市債の現在高、元金)                         (単位：円) 

     年 度 

会 計 
平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 

一 般 会 計 
22,355,187,423 24,544,522,785 24,621,403,640 24,438,548,049 24,275,333,716 

学校給食事業 
14,299,073 13,301,531 11,908,000 11,516,000 10,487,002 

公共下水道事業 
19,855,445,126 19,571,250,432 ― ― ― 

簡易水道事業 
108,777,714 118,834,919 126,733,836 140,058,886 155,725,110 

合     計 
42,333,709,336 44,247,909,667 24,760,045,476 24,590,122,935 24,441,545,828 

※ 公共下水道事業特別会計は、平成２６年度より公営企業会計へ移行したため「 ― 」としています。 
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※ 公共下水道事業特別会計が平成２６年度より公営企業会計へ移行したため、数値が下がっています。 

 

② 財政の分析 

「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づく各種指標値の審査結果は、

登別市財政健全化及び経営健全化審査意見書に掲載しています。 

ア 財政力指数 

財政力指数とは、地方公共団体の財政力を示す指数で、普通交付税算定時に算出 

した基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た数値の過去３年間の平均値を指 

し、財政力指数が高いほど自主財源の割合が高く、財政力が強い団体とされています。

平成２７年度全道３５市の平均値は０．４０６となっています。 

本市の財政力指数は、平成２６年度以降上昇傾向に推移し、前年度の比較におい 

ても０.０１１ポイントの上昇となっています。 

財政力指数                             (単位：千円) 

      年 度     

 区 分 
平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 

基準財政需要額 9,548,158 9,498,428 9,393,817 9,538,507 9,575,929 

基準財政収入 4,093,408 4,101,874 4,237,512 4,412,239 4,472,612 

財 政 力 指 数 0.442 0.435 0.437 0.449 0.460  
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イ 経常収支比率 

経常収支比率は、人件費・扶助費・公債費などの経常的経費に、地方税・地方交付

税などを中心とする経常一般財源がどの程度充当されているかを表し、財政構造の弾

力性を評価するために用いられ、指数が高いほど経常剰余財源が少なく財政の硬直化

が進んでいることを表します。 

平成２８年度は前年度と比較すると４．４ポイント増の９８．３％と高い指数を示

しており、財政が硬直化している状況といえます。 

財政構造の弾力性を判断する「経常収支比率」の推移は次のとおりです。 

 

 
 

(２) 一 般 会 計 

① 決算の概要 

歳入２１３億３，４５１万５，３７７円に対して、歳出は２０８億５，２１７万７，

４０８円で、差し引き４億８，２３３万７，９６９円となっています。 

平成２８年度の実質収支額は、翌年度に繰越すべき財源が４，５１５万３千円ある

ことからそれを除いた４億３，７１８万４，９６９円となり、前年度実質収支額５億

９，９１３万４，６２０円を差し引いた単年度収支額は１億６，１９４万９，６５１

円の赤字となり、財政調整基金からの繰入金等を考慮した実質単年度収支額は、２億

６，１５４万２，２５８円の赤字となっています。 

 

② 歳 入 

歳入では、前年度と比較して７億２，４７８万９，１４７円、３．５２％の増とな

っています。 

主な要因は、市税については、市たばこ税が９６７万４，２９７円の減となりまし

たが、市民税が５，３０１万７，９１８円、軽自動車税が１，０１４万２，７５４円

の増となったことなどにより、前年度と比較すると市税全体では５，０９３万５，８

６８円の増となっています。国庫支出金については、鷲別小学校建替事業費交付金な

どにより、前年度と比較すると３億５，３４５万５，９８０円の増、寄附金について

は、ふるさとまちづくり応援寄附金の大幅な増により前年度と比較すると、１億４，

６４４万２，１３０円の増となっています。 

市債は、退職手当債が２億４，４００万円の減、臨時財政対策債が１億３，７５０ 
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万円の減、建設事業債が４億２，３２０万円の増となり、前年度と比較すると４，１

７０万円、１．９１％増の２２億２，１９０万円となっています。 

 

歳入の決算状況                           (単位：円・％) 

       年 度 

 区 分 
平成 28年度 平成 27年度 比 較 増 減 増 減 率 

予 算 現 額 22,449,560,000 21,176,038,000 1,273,522,000 6.01 

調 定 額 22,076,973,396 21,393,448,180 683,525,216 3.20 

収 入 済 額 21,334,515,377 20,609,726,230 724,789,147 3.52 

執 行 率 95.03 97.33 △ 2.30 △ 2.36 

収 入 率 96.64 96.34 0.30 0.31 

不納欠損額 62,992,148 47,623,835 15,368,313 32.27 

収入未済額 679,465,871 736,098,115 △ 56,632,244 △ 7.69 

 

 

③ 市 税 

市税の総額は、前年度と比較すると５，０９３万５，８６８円、０.９９％増の５１

億８，７６６万４，２１２円で、一般会計歳入決算額に占める割合は２４．３２％と

なっています。 

平成２８年度の決算状況を前年度と比較すると、市民税が５，３０１万７，９１８

円増の２２億１，５５１万６，０５７円、固定資産税（国有資産等所在市町村交付金

を含む）が４５万４，９１６円減の１８億９，５３９万７，７０５円、軽自動車税が

１，０１４万２，７５４円増の８，６６７万９，１９６円、市たばこ税が９６７万４，

２９７円減の４億２，９６２万３，５２９円、入湯税が２１３万６，８２０円減の１

億９，５５８万２，７２０円、都市計画税が４万１，２２９円増の３億６，４８６万

５，００５円となっています。 

市税の収納率は９１．１５％（現年度分９８.７４％、滞納繰越分１４.３３％）で、

前年度と比較すると０．９７ポイント上昇（現年度分０．２２ポイント増、滞納繰越

分０.４５ポイント減）しています。 

主な要因は、市民税が０.８６ポイント増の９４．６８％、固定資産税が１．２３ポ

イント増の８５．８７％、都市計画税が１．２６ポイント増の８５．５５％となって

います。 

なお、平成２８年度における不納欠損額は、前年度と比較すると１，５３５万３，

２４７円増の６，２６１万９，１６４円となっています。 
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市税の決算状況                              (単位：円・％) 

                   年 度 

 区 分 
平成 28年度 平成 27年度 比  較  増  減 増 減 率 

市  民  税 2,215,516,057 2,162,498,139 53,017,918 2.45 

固 定 資 産 税 1,895,397,705 1,895,852,621 △ 454,916 △ 0.02 

軽 自 動 車 税 86,679,196 76,536,442 10,142,754 13.25 

市 た ば こ 税 429,623,529 439,297,826 △ 9,674,297 △ 2.20 

特別土地保有税 0 0 0 ― 

入  湯  税 195,582,720 197,719,540 △ 2,136,820 △ 1.08 

都 市 計 画 税 364,865,005 364,823,776 41,229 0.01 

合    計 5,187,664,212 5,136,728,344 50,935,868 0.99 

 

市民負担額の状況                                          (単位：円・％) 

                   年 度 

 区 分 
平成 28年度 平成 27年度 比 較 増 減 増 減 率 

人 口  (年 度末 ･人 ) 49,090人 49,630人 △ 540人 △ 1.09 

世帯数 (年度末・世帯) 24,810世帯 24,857世帯 △ 47世帯 △ 0.19 

市 税 決 算 額  (円 ) 5,187,664,212 5,136,728,344 50,935,868 0.99 

１人当たりの負担額(円) 105,677 103,500 2,177 2.10 

１世帯当たりの負担額(円) 209,096 206,651 2,445 1.18 

 

 

不納欠損額の状況                             (単位：円・％) 

                   年 度 

 区 分 
平成 28年度 平成 27年度 比 較 増 減 増 減 率 

市    税 62,619,164 47,265,917 15,353,247 32.48 
 

税 

外 

金 
 

 分担金及び負担金 5,880 5,760 120 2.08 

 使用料及び手数料 367,104 217 366,887 169072.35 

 諸 収 入 0 351,941 △ 351,941 ― 

計 372,984 357,918 15,066 4.21 

合    計 62,992,148 47,623,835 15,368,313 32.27 
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④ 歳 出 

歳出では、前年度と比較して９億１，５１６万７，７９８円、４．５９％の増とな

っています。 

主な要因は、総務費では、ネットワークセキュリティ強靭化事業費が９，４０７万

６，６４０円の増などにより、前年度と比較すると１億２，６１０万８，３２０円の

増となっています。 

民生費では、障害者介護給付費・訓練等給付費が５，５５６万７，７５１円の増、

生活保護扶助費が６，４７３万１，７０４円の増、年金生活者等支援臨時福祉給付金

給付事業費（高齢者）が２億７５５万９，１７３円の増などにより、前年度と比較す

ると３億６，４３８万５，５４６円の増となっています。 

衛生費では、予防接種経費が３，１１９万５，３３８円の増、クリンクルセンター

運営管理経費・最終処分場運営管理経費が１，５９８万９，８９６円の減、クリンク

ルセンター中間改修事業費が３，７９７万２，８００円の減となり、前年度と比較す

ると２，７９７万７，０９８円の減となっています。 

商工費では、再生可能エネルギー等導入推進事業費が１億８０万７，２００円の減、

プレミアム商品券発行事業費が１億１，１０３万１，５３７円の減などにより、前年

度と比較すると２億７，８０６万２，４９５円の減となっています。 

土木費では、要緊急安全確認大規模建築物耐震化促進事業補助金が２，４４７万７

千円の増などにより、前年度と比較すると２，８５０万１，２１８円の増となってい

ます。 

消防費は、水槽付消防ポンプ自動車更新事業費が９，１７１万２，５２０円の増な

どにより、前年度と比較すると３，９５３万４，３４５円の増となっています。 

教育費では、総合体育館整備事業費が１億８，８６３万８，７４０円の減、鷲別小

学校建替事業費が１０億２，４３６万４，９４４円の増（うち備品分２，３４５万３，

７４４円の増）などにより、前年度と比較すると７億８，４４４万６７３円の増とな

っています。 

公債費では、前年度と比較すると１，１８０万４，０９２円の減、給与費では前年

度と比較すると９，２１０万６９７円の減となっています。 
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歳出の決算状況                           (単位：円・％) 

       年 度 

 区 分 
平成 28年度 平成 27年度 比 較 増 減 増 減 率 

予 算 現 額 22,449,560,000 21,176,038,000 1,273,522,000 6.01 

支 出 済 額 20,852,177,408 19,937,009,610 915,167,798 4.59 

翌年度繰越額 1,032,703,000 549,502,000 483,201,000 87.93 

執 行 率 92.88 94.15 △ 1.27 △ 1.35 

不 用 額 564,679,592 689,526,390 △ 124,846,798 △ 18.11 

 

 

歳出の性質別状況                          (単位：千円・％) 

                年 度 

 区 分 
平成 28年度 平成 27年度 比 較 増 減 増 減 率 

消費的経費 12,988,114 12,976,683 11,431 0.1 

  

人 件 費 3,395,883 3,522,691 △ 126,808 △ 3.6 

物 件 費 2,804,293 2,755,510 48,783 1.8 

維持補修費 381,806 376,892 4,914 1.3 

扶 助 費 4,760,645 4,496,614 264,031 5.9 

補 助 費 等 1,645,487 1,824,976 △ 179,489 △ 9.8 

投資的経費 2,779,699 1,944,706 834,993 42.9 

  

建設事業費（補助） 1,196,426 669,698 526,728 78.7 

建設事業費（単独） 1,469,501 1,270,088 199,413 15.7 

受託事業費（補助） 71,379 0 71,379 ― 

災害復旧事業費 42,393 4,920 37,473 761.6 

その他経費 5,084,364 5,015,621 68,743 1.4 

  

公 債 費 2,621,735 2,633,531 △ 11,796 △ 0.4 

積 立 金 371,059 398,862 △ 27,803 △ 7.0 

投資及び出資金 0 0 0 ― 

貸 付 金 5,000 5,000 0 0.0 

繰 出 金 2,086,570 1,978,228 108,342 5.5 

合        計 20,852,177 19,937,010 915,167 4.6 
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(3) 国民健康保険特別会計 

① 決算の概要 

歳入７１億７，３３４万４，６７９円に対して、歳出は６９億１，０３１万４，７

４２円で、差し引き２億６，３０２万９，９３７円の実質収支額となっています。 

前年度実質収支額を除いた単年度収支は７，７２０万６，３１６円となり、単年度

収支に国民健康保険給付費準備基金の利子積立分を加え、当該基金から繰入分を差し

引く実質単年度収支については、平成２８年度は基金からの繰入を行わなかったため、

基金利子の積立分１２７円を加えた７，７２０万６，４４３円となっています。 

② 歳 入 

歳入決算額では、前年度と比較して５，０７４万５，４６１円、０．７０％の減と

なっています。主な要因は、国民健康保険税が４，７１０万２１２円、前期高齢者交

付金が９，５６４万９６０円、共同事業交付金が３，２６８万９，２９３円、繰越金

が８，２３２万８，６３３円の増となりましたが、療養給付費等交付金が１億４，６

７２万２千円、道支出金が８０９万６，２８４円、繰入金が１億８，９８７万１，１

９０円の減などによるものです。 

国民健康保険税の収納率は、６５．５８％（現年度分９２.４７％、滞納繰越分１３．

８１％）で、前年度と比較すると３．５０ポイントの上昇（現年度分０.０５ポイント

減、滞納繰越分２．０３ポイント増）しています。 

なお、本会計の不納欠損額は前年度と比較すると２１９万７，７５０円減の５，０

６４万６，３８２円となっています。 

歳入の決算状況                          (単位：円・％) 

       年 度 

 区 分 
平成 28年度 平成 27年度 比 較 増 減 増 減 率 

予 算 現 額 7,242,302,000 7,497,120,000 △ 254,818,000 △ 3.40 

調 定 額 7,674,747,078 7,777,277,647 △ 102,530,569 △ 1.32 

収 入 済 額 7,173,344,679 7,224,090,140 △ 50,745,461 △ 0.70 

執 行 率 99.05 96.36 2.69 2.79 

収 入 率 93.47 92.89 0.58 0.62 

不納欠損額 50,646,382 52,844,132 △ 2,197,750 △ 4.16 

収入未済額 450,756,017 500,343,375 △ 49,587,358 △ 9.91 

 

国民健康保険税の状況                        (単位：円・％) 

項   目 調   定   額 収 入 済 額 不納欠損額 収入未済額 還付未済金 収納率 

28 

現年課税分 939,121,800 868,415,892 47,500 70,658,408 40,064 92.47 

滞納繰越分 487,899,408 67,403,499 50,598,882 369,897,027 3,200 13.81 

計 1,427,021,208 935,819,391 50,646,382 440,555,435 43,264 65.58 

27 

現年課税分 891,860,700 825,159,008 0 66,701,692 85,300 92.52 

滞納繰越分 539,678,119 63,560,171 52,844,132 423,273,816 0 11.78 

計 1,431,538,819 888,719,179 52,844,132 489,975,508 85,300 62.08 

比
較
増
減 

現年課税分 47,261,100 43,256,884 47,500 3,956,716 △ 45,236 △ 0.05 

滞納繰越分 △ 51,778,711 3,843,328 △ 2,245,250 △ 53,376,789 3,200 2.03 

計 △ 4,517,611 47,100,212 △ 2,197,750 △ 49,420,073 △ 42,036 3.50 
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③ 歳 出 

歳出決算額では、前年度と比較して１億２，７９５万１，７７７円、１．８２％の

減となっています。主な要因は、保険給付費が１，２２５万２，８３９円、後期高齢

者支援金等が２，５１８万８，７３８円、介護納付金が２，５６６万３７２円、諸支

出金が４，６７５万２５６円の減などによるものです。 

なお、１件当たりの医療費は前年度と比較すると５．０８％増の３万２，９６５円、

１人当たりの医療費は４．６２％増の３４万９，８３８円となっています。 

歳出の決算状況                                    (単位：円・％) 

       年 度 

 区 分 
平成 28年度 平成 27年度 比 較 増 減 増 減 率 

予 算 現 額 7,242,302,000 7,497,120,000 △ 254,818,000 △ 3.40 

支 出 済 額 6,910,314,742 7,038,266,519 △ 127,951,777 △ 1.82 

翌年度繰越額 0 0 0 ― 

執 行 率 95.42 93.88 1.54 1.64 

不 用 額 331,987,258 458,853,481 △ 126,866,223 △ 27.65 

 

保険給付費の状況                                  

          年 度 

 区 分 
平成 28年度 平成 27年度 比 較 増 減 増減率(%) 

  

療
養
諸
費 

療養給付費 (円) 3,795,446,380 3,854,980,309 △ 59,533,929 △ 1.54 

  療 養 費  (円 ) 22,132,324 26,757,960 △ 4,625,636 △ 17.29 

  審査支払手数料 (円) 9,014,876 8,738,270 276,606 3.17 

  小 計 (円) 3,826,593,580 3,890,476,539 △ 63,882,959 △ 1.64 

  高額療養費 (円) 638,487,631 584,449,172 54,038,459 9.25 

  移 送 費 (円) 0 0 0 ― 

  出産育児諸費 (円) 11,638,801 13,957,140 △ 2,318,339 △ 16.61 

  葬 祭 諸 費 (円) 2,340,000 2,430,000 △ 90,000 △ 3.70 

   合   計 (円) 4,479,060,012 4,491,312,851 △ 12,252,839 △ 0.27 

  平均被保険者数 (人) 11,399 12,005 △ 606 △ 5.05 

  受 診 件 数 (件) 120,972 127,959 △ 6,987 △ 5.46 

  受 診 率 (％) 1,061.25 1,065.88 △4.63 △0.43 

  １件当たり医療費(円) 32,965 31,371 1,594 5.08 

  １人当たり医療費(円) 349,838 334,383 15,455 4.62 
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(4) 学校給食事業特別会計 

① 決算の概要 

歳入３億３，８３３万４，０５２円に対して、歳出３億３，８３２万９，０９２円 

で、差し引き４，９６０円の実質収支額となっています。 

② 歳 入 

歳入決算額では、前年度と比較して３８９万５８３円、１．１４％の減となってい

ます。主な要因は、繰入金が４３３万２，５７５円の増となりましたが、事業収入が

５０９万６８８円、諸収入が３１８万２，２００円の減などによるものです。 

給食収入の収納率は９５.８６％（現年度分９９.１１％、滞納繰越分２４．２７％）

で、前年度と比較すると０．１ポイントの上昇（現年度分０．２８ポイント増、滞納

繰越分４．４６ポイント減）しています。 

なお、平成２８年度の不納欠損処分は行われていません。 

歳入の決算状況                           (単位：円・％) 

       年 度 

 区 分 
平成 28年度 平成 27年度 比 較 増 減 増 減 率 

予 算 現 額 348,967,000 351,941,000 △ 2,974,000 △ 0.85 

調 定 額 347,805,739 352,148,532 △ 4,342,793 △ 1.23 

収 入 済 額 338,334,052 342,224,635 △ 3,890,583 △ 1.14 

執 行 率 96.95 97.24 △ 0.29 △ 0.30 

収 入 率 97.28 97.18 0.10 0.10 

不納欠損額 0 0 0 ― 

収入未済額 9,471,687 9,923,897 △ 452,210 △ 4.56 

③ 歳 出 

歳出決算額では、前年度と比較して３８２万８２３円、１．１２％の減となってい

ます。主な要因は、給食センター費が４４３万９，９１６円の減などによるものです。 

歳出の決算状況                                (単位：円・％) 

       年 度 

 区 分 平成 28年度 平成 27年度 比 較 増 減 増 減 率 

予 算 現 額 348,967,000 351,941,000 △ 2,974,000 △ 0.85 

支 出 済 額 338,329,092 342,149,915 △ 3,820,823 △ 1.12 

翌年度繰越額 0 0 0 ― 

執 行 率 96.95 97.22 △ 0.27 △ 0.28 

不 用 額 10,637,908 9,791,085 846,823 8.65 
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(5) 簡易水道事業特別会計 

① 決算の概要 

歳入３，７８０万６，９１６円に対して、歳出３，７７７万８，６８６円で、実質 

収支額は２万８，２３０円となっています。 

② 歳 入 

歳入決算額では、前年度と比較して４３４万１，１３２円、１２．９７％の増とな

っています。主な要因は、使用料及び手数料が６１万５，５８７円、市債が２８０万

円の増などによるものです。なお、歳入に占める使用料及び手数料の割合は３５．５

５％です。 

また、平成２８年度の不納欠損額は前年度と比較すると１５万８，７６８円減の２

万１，５４６円となっています。 

歳入の決算状況                          (単位：円・％)  

       年 度 

 区 分 
平成 28年度 平成 27年度 比 較 増 減 増 減 率 

予 算 現 額 39,500,000 34,587,000 4,913,000 14.20 

調 定 額 37,972,268 33,898,837 4,073,431 12.02 

収 入 済 額 37,806,916 33,465,784 4,341,132 12.97 

執 行 率 95.71 96.76 △ 1.05 △ 1.09 

収 入 率 99.56 98.72 0.84 0.85 

不納欠損額 21,546 180,314 △ 158,768 △ 88.05 

収入未済額 143,806 252,739 △ 108,933 △ 43.10 

③ 歳 出 

歳出決算額では、前年度と比較して４３１万２，９０２円、１２．８９％の増とな

っています。主な要因は、簡易水道費が３８４万３，９６５円の増などによるもので

す。なお、平成２８年度は、札内町配水管改良工事が９４２万８，４００円、札内浄

水場自動採水装置設置工事が６００万４，８００円、地方公営企業会計移行業務委託

料３２９万４千円、市債元利償還金５０４万５，４８９円などが支出されています。 

歳出の決算状況                               (単位：円・％) 

       年 度 

 区 分 
平成 28年度 平成 27年度 比 較 増 減 増 減 率 

予 算 現 額 39,500,000 34,587,000 4,913,000 14.20 

支 出 済 額 37,778,686 33,465,784 4,312,902 12.89 

翌年度繰越額 0 0 0 ― 

執 行 率 95.64 96.76 △ 1.12 △ 1.16 

不 用 額 1,721,314 1,121,216 600,098 53.52 

 

 

 

 

 



14 

 

(6) 介護保険特別会計 

① 決算の概要 

介護保険第１号被保険者数は、平成２９年３月３１日現在で１６，８９０人となっ

ています。 

歳入３５億３５万９，１２６円に対して、歳出は３３億９，６８８万４０６円で、

実質収支額は１億３４７万８，７２０円となり、平成２８年度は翌年度に繰越すべき

財源がないことから、前年度実質収支額の７，８８１万５，６７９円を差し引いた単

年度収支額は、２，４６６万３，０４１円となっています。 

② 歳 入 

歳入決算額では、前年度と比較して７，４１６万２，９４８円、２．１６％の増と

なっています。主な要因は、保険料が１，３７３万１，３５８円、国庫支出金が２，

１６５万３，６９９円、道支出金が６３４万７，８３８円、繰入金が１，３３７万１，

１７７円の増などによるものです。 

介護保険料の収納率は、９７．０３％（現年度分９８．８７％、滞納繰越分１６．

４９％）で、前年度と比較すると０.０４ポイントの上昇（現年度分０.１ポイント増、

滞納繰越分１．００ポイント増）しています。 

なお、平成２８年度の不納欠損額は前年度と比較すると１６０万６１１円減の４ 

９３万６，６００円となっています。 

歳入の決算状況                         (単位：円・％) 

       年 度 

 区 分 
平成 28年度 平成 27年度 比 較 増 減 増 減 率 

予 算 現 額 3,515,185,000 3,461,692,000 53,493,000 1.55 

調 定 額 3,521,129,166 3,448,251,438 72,877,728 2.11 

収 入 済 額 3,500,359,126 3,426,196,178 74,162,948 2.16 

執 行 率 99.58 98.97 0.61 0.62 

収 入 率 99.41 99.36 0.05 0.05 

不納欠損額 4,936,600 6,537,211 △ 1,600,611 △ 24.48 

収入未済額 15,833,440 15,518,049 315,391 2.03 

③ 歳 出 

歳出決算額では、前年度と比較して４，９４９万９，９０７円、１．４８％の増と

なっています。主な要因は、保険給付費が１，４０９万８，３０６円の増などによる

ものです。 

歳出の決算状況                              (単位：円・％) 

         年 度 

 区 分 
平成 28年度 平成 27年度 比 較 増 減 増 減 率 

予 算 現 額 3,515,185,000 3,461,692,000 53,493,000 1.55 

支 出 済 額 3,396,880,406 3,347,380,499 49,499,907 1.48 

翌年度繰越額 0 0 0 ― 

執 行 率 96.63 96.70 △ 0.07 △ 0.07 

不 用 額 118,304,594 114,311,501 3,993,093 3.49 
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(7) カルルス温泉スキー場事業特別会計 

① 決算の概要 

平成２８年度カルルス温泉スキー場リフト乗車人員状況は２８万１，３８５人とな

り、前年度に比べ３７，８９５人の増となっています。また、歳入、歳出決算額は同

額の１億１５２万８，１０９円となっています。 

② 歳 入 

歳入決算額では、前年度と比較して２０６万４，６２６円、２．０８％の増となっ

ています。主な要因は、事業収入が５１５万２，３９６円、使用料及び手数料が４８

２万４，００３円の増などによるものです。 

なお、平成２８年度の不納欠損処分は行われていません。 

歳入の決算状況                         (単位：円・％) 

       年 度 

 区 分 
平成 28年度 平成 27年度 比 較 増 減 増 減 率 

予 算 現 額 113,000,000 116,500,000 △ 3,500,000 △ 3.00 

調 定 額 101,528,109 99,463,483 2,064,626 2.08 

収 入 済 額 101,528,109 99,463,483 2,064,626 2.08 

執 行 率 89.85 85.38 4.47 5.24 

収 入 率 100.00 100.00 0.00 0.00 

不納欠損額 0 0 0 ― 

収入未済額 0 0 0 ― 

③ 歳 出 

歳出決算額では、前年度と比較して２０６万４，６２６円、２．０８％の増となっ

ています。主な要因は、事業費が２０８万４，８２６円の増によるものです。 

歳出の決算状況                              (単位：円・％) 

       年 度 

 区 分 
平成 28年度 平成 27年度 比 較 増 減 増 減 率 

予 算 現 額 113,000,000 116,500,000 △ 3,500,000 △ 3.00 

支 出 済 額 101,528,109 99,463,483 2,064,626 2.08 

翌年度繰越額 0 0 0 ― 

執 行 率 89.85 85.38 4.47 5.24 

不 用 額 11,471,891 17,036,517 △ 5,564,626 △ 32.66 
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 (8) 後期高齢者医療特別会計 

① 決算の概要 

後期高齢者医療保険の加入状況は、平成２９年３月３１日現在で被保険者は８，２

９３人となり、前年度に比べ１９３人の増となっています。 

歳入７億１，０７７万１，１８３円に対して、歳出は７億１，０３４万４，５０３

円で、実質収支額は４２万６，６８０円となっています。 

② 歳 入 

歳入決算額では、前年度と比較して６８５万９，３５６円、０．９７％の増となっ

ています。主な要因は、保険料が５３９万５，９６１円、繰入金が２２８万４，４２

５円の増などによるものです。 

後期高齢者医療保険料の収納率は９８.４９％（現年度分９９．３７％、滞納繰越

分３２．８６％）で、前年度と比較すると０.０６ポイントの上昇（現年度分０．０

８ポイント増、滞納繰越分０．３２ポイント増）しています。 

なお、平成２８年度の不納欠損額は前年度と比較すると１９万２，８００円増の１

３８万６，４００円となっています。 

歳入の決算状況                           (単位：円・％) 

       年 度 

 区 分 
平成 28年度 平成 27年度 比 較 増 減 増 減 率 

予 算 現 額 714,412,000 711,395,000 3,017,000 0.42 

調 定 額 718,705,058 712,010,755 6,694,303 0.94 

収 入 済 額 710,771,183 703,911,827 6,859,356 0.97 

執 行 率 99.49 98.95 0.54 0.55 

収 入 率 98.90 98.86 0.04 0.04 

不納欠損額 1,386,400 1,193,600 192,800 16.15 

収入未済額 6,547,475 6,905,328 △ 357,853 △ 5.18 

③ 歳 出 

歳出決算額では、前年度と比較して６６０万５，７６６円、０．９４％の増となっ

ています。主な要因は、後期高齢者医療広域連合納付金が６７３万９，４３９円の増

などによるものです。 

歳出の決算状況                          (単位：円・％) 

       年 度 

 区 分 
平成 28年度 平成 27年度 比 較 増 減 増 減 率 

予 算 現 額 714,412,000 711,395,000 3,017,000 0.42 

支 出 済 額 710,344,503 703,738,737 6,605,766 0.94 

翌年度繰越額 0 0 0 ― 

執 行 率 99.43 98.92 0.51 0.52 

不 用 額 4,067,497 7,656,263 △ 3,588,766 △ 46.87 
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(9) 実質収支に関する調書 

実質収支に関する調書と決算書を照合の結果、計数は正確であることが認められま

した。なお、各会計別実質収支の推移は次表のとおりです。 

(単位：円) 

           年 度 

 区 分                                              
平成 28年度 平成 27年度 平成 26年度 

一  般  会  計 437,184,969 599,134,620 435,101,008 

特
別
会
計 

国民健康保険 263,029,937 185,823,621 103,494,988 

学校給食事業 4,960 74,720 24,990 

簡易水道事業 28,230 0 14,277 

介 護 保 険 103,478,720 78,815,679 52,981,644 

カルルス温泉スキー場事業 0 0 0 

後期高齢者医療 426,680 173,090 1,002,320 

計 366,968,527 264,887,110 157,518,219 

合      計 804,153,496 864,021,730 592,619,227 

  

(10) 財産に関する調書 

財産に関する調書と関係書類を照合の結果、計数は正確であることが認められました。 

(11) 登別市土地開発基金の運用状況 

土地開発基金の運用状況について、関係書類を審査した結果、適正に運用されてい

ることが認められました。 

                                        (単位：円) 

区    分 平成 27年度末現在高 平成 28年度中増減額 平成 28年度末現在高 

現    金 
225,522,705 △5,867,286 219,655,419 

土    地 
254,240,973 

         

6,115,000 260,355,973 

合    計 
479,763,678 247,714 480,011,392 

 

(12) 歳入歳出外現金の処理状況 

歳入歳出外現金各費目の平成２８年度末残高と支出予定額について、関係帳票を審

査した結果、適正に処理されていることが認められました。 

(単位：円)

 

区   分 平成 28年度末残高 支 出 予 定 額 差 引 額 

歳入歳出外現金 320,127,157 320,127,157 0  
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(13) 審 査 意 見 

 

平成２８年度一般会計歳入歳出差引額は、４億８，２３３万８千円となり、翌年度

へ繰越すべき財源４，５１５万３千円を差し引いた実質収支額は、４億３，７１８万

５千円となっています。 

全体の２４．３２％を占める市税の収納総額は、５１億８，７６６万４千円で前年

度に比べ５，０９３万６千円（０．９９％）増加となり、収納率は９１．１５％で前

年度より０．９７ポイント増加しました。これは主に、市民税が前年度に比べ５，３

０１万８千円（２．４５％）、軽自動車税が１，０１４万３千円（１３．２５％）増加

したことによるものです。 

景気は緩やかな回復基調が続いているものの、個人消費は伸びておらず、税等の滞

納額の増加が懸念されるところですが、市税に係る収入未済額が減少していることは

収納対策の強化と債権管理への取組みの成果を評価するものであります。健全な財政

基盤の確立や税負担の公平性を保つ観点からも、組織の連携を図るとともに、債権の

適切な管理に一層努められるよう望みます。 

 

財政健全化法における財政指標の各審査結果については、登別市財政健全化及び経

営健全化審査意見書に記載のとおりですが、健全化判断比率４指標のうち実質赤字比

率、連結実質赤字比率は決算額が黒字となっているため、該当する判断比率は算出さ

れません。 

また、実質公債費比率が１３．７％、将来負担比率が１０８．１％と早期健全化基

準（実質公債費比率２５.０％、将来負担比率３５０.０％）を下回る結果となってい

ますが、将来負担比率が前年度から１．２％上昇するなど、財政状況は依然として厳

しい状況にあるものといえます。 

公営企業の健全化基準となる資金不足比率は、該当する地方公営企業法適用の水道

事業会計及び下水道事業会計、法非適用の簡易水道事業特別会計、カルルス温泉スキ

ー場事業特別会計はいずれも決算額が赤字となっていないことから、資金不足比率は

算出されません。  

本市の財政状況は、財政健全化法に基づく各種指標値がいずれも基準を下回る結果

となっていますが、経常収支比率においては、前年度と比較すると４．４ポイント増

の９８．３％と高い値で推移していることから、財政が硬直化している状況といえま

す。 

 

今後は本格的な人口減少社会に突入し、市税収入などの増加が見込まれないものと

なっていくなか、一定の行政サービスを維持しつつ、老朽化が進む公共施設の整備や



19 

 

インフラの長寿命化などに伴う財政需要の増加から、財政状況は更に厳しさを増して

いくものと考えられます。このような中で、健全な財政運営を推進するためにも登別

市行財政改革などにより歳出を徹底して見直し、職員一人ひとりが常にコスト意識を

持ち、費用対効果を検証するとともに、発想の転換と創意工夫を図り、より効果的か

つ効率的な執行に心がけることを望みます。 

 

 


